
 
資料４ 

第２回医療の質の向上に資する無過失
補 償 制 度 等 の あ り ⽅ に 関 す る 検 討 会

平 成 2 3 年 ９ ⽉ ３ ０ ⽇

諸外国における諸外国における
無過失補償制度等について無過失補償制度等



 



諸外国の無過失補償制度等の概要

フランス スウェーデン デンマーク ニュージーランド

患者 権 お び保健衛生 侵害防止 ビ び
根拠法令

患者の権利および保健衛生システ
ムの質に関する法律

医療障害補償法 患者保証法（医療事故補償法）等
侵害防止、リハビリテーション及び
補償法

制定 2002年
1997年

（1975年より任意の取組開始）
1991年 1972年

自治体医療事故保険会社

運営組織 国立医療事故補償公社

自治体医療事故保険会社
（2010年に障害審査株式会社と合

併し、Patientförsäkringen LÖFと
なった）

患者保証協会 事故補償公団

財源
主に疾病保険金庫からの一般交
付金

地方公共団体からの拠出 病院団体による強制保険制度 主に政府特別拠出金
財源

付金

補
償
対
象

状態像

・一時的労働不能が少なくとも6ヶ
月以上継続、又は過去12ヶ月に合
計して6ヶ月以上あるもの
・能力喪失25％以上の障害

十分な経験を積んだ医師であれば
回避することができた障害

当該分野の経験の長い専門家（医
師）が、被害を避けることができた
診察・治療とは異なる行為をしたこ
とによる損害 等

・登録医療専門職の医療行為に
よってもたらされた傷害であること

・治療によってもたらされる不測の
結果であること

象
範
囲

医師・医療
機関の過失

過失がない場合に限り補償
(過失がある場合には医療機関が
加入する保険で対応)

問わない 問わない 問わない

医療事故の治療に要する費用
所得補償

医療事故の治療に要する費用
苦痛 び後遺障害 対する慰謝

医療事故の治療に要する費用
所得補償

医療事故の治療に要する費用
所得補償

補償内容
所得補償
恒久的身体障害への補償
苦痛に対する慰謝料 等

苦痛及び後遺障害に対する慰謝
料
逸失利益 等

所得補償
苦痛に対する慰謝料
恒久的な身体障害への補償 等

所得補償
恒久的身体障害への補償 等

訴訟の制限
なし なし あり： 申請が却下された場合や

不服請求の後に裁判所に訴えるこ
あり： 申請が却下された場合や
不服請求の後に裁判所に訴えるこ訴訟の制限 不服請求の後 裁判所 訴える

とは可能
不服請求の後 裁判所 訴える
とは可能

原因究明の

取組

鑑定人が合議制で医療事故の原
因を含む鑑定・報告書を作成

医療事故の根本原因分析を行っ
た医療機関に自治体医療事故保
険会社がインセンティブを支給

医療機関からの不適切事例の報
告を受けて、地方自治体が分析

事故補償公団が医療事故の契機
を特定し、必要に応じ保健省等に
報告

再発防止の

取組

・医療機関ごとの医療事故データ
ベースの提供
・セルフアセスメントシートの作成

地方自治体が分析した不適切事
例の報告を基に、全国医療委員会
が提言を行う

医療事故を匿名化し、傾向やパ
ターンを保健セクター等と共有

(参考)人口 約6,500万人 約940万人 約550万人 約430万人
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フランスの例

患者 遺族等

有害有害事象・医療事象・医療事故事故
裁判所

申請と同時に
提訴可能

医療機関
・民間保険
への加入義 ＣＲＣＩ（地方医療事故損害調停委員会）

患者・遺族等
事故発生から１０年以内に申請

（ただし、2001年9月5日以後に発生したものに限る。）

申請

手続き 公正 観点から当事者双方を呼び

裁判所提訴可能

の加入義
務あり
・CRCIの調
査に協力義
務があり、
必要な記録

ＣＲＣＩ（地方医療事故損害調停委員会）
・フランス全土に23か所存在。
・事実関係及び過失の有無等を鑑定し見解を示す。医療紛争の調停も行う

鑑定
・鑑定人を指名し、合議制で6カ月以内に損害に関する事実関係・原因・
損害 程度及び範囲等に 鑑定 報告書を作成

・手続きの公正の観点から当事者双方を呼び
出し、対審制で行われる

・医療機関には医療情報の開示が義務付けら
れている 6

カ
月

通知

書類提出
必要な記録
を全て提出

損害の程度及び範囲等について鑑定・報告書を作成

見解（avis）の提示
・委員が相互に協議した上で、損害に関する事実関係・原因・過失の有
無等について多数決で「過失」か「無過失」かの見解(avis)を提示

月
【補償対象】
・予防・診断・治療行為に直接起因するもの
・一時的労働不能が少なくとも6ヶ月以上継
続、又は過去12ヶ月に合計して6ヶ月以上
あるもの

ＯＮＩＡＭ（国立医療事故補償公社）保険会社

・裁定自体に強制力は無く、当事者が見解を受諾するか否かは自由

過失のある
場合

無過失
の場合

ＣＮＡＭ
医療事故

全国委員会
・鑑定の質や透明
性を高め 独立

【財源】
・疾病保険機関の一般交付金

重
大

・能力喪失２５％以上の重篤な障害

ＯＮＩＡＭ（国立医療事故補償公社）
・無過失と認定された重大な損害を補償
・ＣＲＣＩに予算を配分するとともに、施設の管

理・職員の雇用等の物的・人的整備を行っている

保険会社性を高め、独立
性を保証するた
め、鑑定士の任
命権や取り消し
の権限がある

・保険会社が拒絶した場合は、補
償公社が肩代わり。補償公社は、
保険会社及び医療従事者に代
位提訴することができる

・疾病保険機関の一般交付金
・義務的予防接種の損害補償
を担保するために国が拠出
する基金

・保険会社に償還した地方委
員会の鑑定費用 等

４
カ
月

大
な
ケ
ー
ス

賠償の提示 補償の提示

拒否

・保険者は裁判の前にＯＮＩAMに差し戻すことができる。（保険者が支払い義務がないと判断した場合）

患者・遺族等

民事裁判

警察当局

・2009年の予算は1億 承諾

補償・賠償の実施
ＯＮＩＡＭ又は保険会社が提示した補償を受け取った場合、民法
2044条の和解（transaction）の法的効果がある

拒否 民事裁判

※原田啓一郎「フランスにおける医療事故と社会保障ー
国民連帯による医療事故賠償・補償制度の構築ー（一）」
（駒澤法学、第１３号、２００４）等を参考に
厚生労働省医政局総務課医療安全推進室にて作成

2009年の予算は1億
4,137万ユーロ（≒148
億円）、支出は8,923万
ユーロ（≒94億円）

１
カ
月

承諾
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スウェーデンの例

申請と同時に有害有害事象・医療事象・医療事故事故 申請と同時に
提訴可能

患者委員会
医療機関に働きかけを行う

ことにより紛争解決を支援

裁判所
患者・遺族等

事故を知った時から
３年又は事故発生から１０年以内に申請

有害有害事象・医療事象・医療事故事故

処分を

・年間15件程度

・医療機関が提訴された場合にも

苦情

医療機関
自治体医療事故保険会社

処分を
求める
苦情

申請

医療機関が提訴された場合にも、
開設主体である県の委託を受けて、
LÖFが被告となる

【補償対象】

【財源】
地方税(住民

一人当たり
約１０ドル)

医療機関

患者安全責任者

自治体医療事故保険会社

審査
審査事務を担当する職員（クレームアジャス

ター）と顧問医師が補償の可否や補償額を審査
書
類

提
出

通
知 8

カ
月
以

【補償対象】

・十分な経験を積んだ医師であれば
回避できた障害（治療行為による障害
のほか、診断誤りによる障害、治療等
をきっかけとした感染等が含まれる。）
・医療行為と障害の間に51％以上の

勧告

患者安全責任者
（ＣＭＯ）

医療事故の原因分析
や再発防止策の検討
を行う

タ ）と顧問医師が補償の可否や補償額を審査

通知
病院ごとの医
療事故データ
ベースを提供

類
の

出 以
内
（申
請
～
通

因果関係のある場合

※十分な経験を積んだ医師であっ
ても回避できない障害については
補償されない

再審査結果の通知

患者・遺族等
不服請求 患者不服審査

委員会

保健福祉庁

法に基づく
重大な医療事故の報告

通
知
）

・年間約１０００件の不服請求

・うち、１００件については、不服請求
が認められている
・勧告に強制力はない

保健医療責任委員会
医師や看護師等の懲戒等

補償の実施
医療事故の治療等に要する費用 苦痛等に対する

保健福祉庁

処分の請求

承諾

・年間総額約４億３５００万SKR（≒６５
億円）
・新規の補償対象は年間４３００件医師や看護師等の懲戒等

の要否を検討

医療事故の治療等に要する費用、苦痛等に対する
慰謝料、逸失利益等

※後信、他「スウェーデンの医療障害補償制度」 （日本医事新報、第４４５８号、２００９）
等を参考に厚生労働省医政局総務課医療安全推進室にて作成

新規の補償対象は年間４３００件
・１件当たり約１万SKR（≒１５０万円）
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デンマークの例
有害有害事象・医療事象・医療事故事故

苦
患者苦情委員会

患者・遺族等
・医療行為全般の事故が対象

・被害に気がついてから３年以内、発生から10年以内に申請

申請

裁判所訴
訟

書類の写しを

苦
情

【財源】
特に重大な

・医療に対する苦情の受付
・決定を下すにあたり全国医療
委員会と相談することもある

・懲罰を与える権限はない

患者保証協会
・1992年、患者保証法に基づき設立された団体

保険会社 方自治体等 構成 事会

書類の写しを
送付 【認定の法的基準】

ⅰ）当該分野の経験の長い専門
家（医師）が、被害を避けること
ができた診察・治療とは異なる
行為をした場合

ⅱ）技術設備 機器などの不調に

【財源】
病院団体による強制
保険制度により支払
われる

平
均
８

特に重大な
ケース

刑事訴追
医師免許の取消等 却下

・保険会社や地方自治体等で構成される。理事会には、
行政代表、病院団体代表、法律家等が含まれる

医療機関
・医療機関は書類を整えて、
患者保証協会に提出する

通知 審査
・患者保証協会が雇用する複数の法律家や医師等が被害内容・請
求の審査を行う書類提出

ⅱ）技術設備、機器などの不調に
よる被害の場合

ⅲ）同等の他の技術や方法で被害
が防げたとされる場合

ⅳ）診療治療上、病気の割には異
常で深刻な被害で患者にふさ

８
カ
月
（
申
請
～

決定
・補償の有無の決定、損害責任法に基づく補償額の算定を行い、
被害者へ通知する

患者保証協会に提出する
（１～２ヶ月）

求の審査を行う
・追加情報を求めることもある

書類提出
わしい忍耐の限度を超えている
被害

ⅴ）機器の不備によるもの以外の
被害で、病院が、損害法に基
づいて、承認する被害

ⅵ）実験やドナー 細胞移植などに

不適切事例の報告

医療機関は不
適切事例を報
告する法的義務
がある

通
知
）

被害者 通知する
・被害者が不服の場合は、患者訴願委員会に3ヶ月以内に不服請求
ができる

通知
・補償額の最低対象範囲は１

ⅵ）実験やドナー、細胞移植などに
よる被害。輸血ドナーの被害
（ただし、他の法律で補償され
る場合は除く）

地方自治体
・不適切事例の報告を記録、

分析し、治療の改良に
利用する

がある

患者訴願委員会請求

承諾

保険会社や地方自治体が補償を実施

補償額の最低対象範囲は
万クローネ（≒20万円）以上
・年間総額約６億６千万クロー
ネ（≒約132億円）（2010年）

患者・遺族等
不適切事例の報告

全国医療委員会

患者訴願委員会
・補償額の増額・減額
や無効にする権限を
持つ

不服請求
（３ヶ月以内）

全ての協会の決保険会社や地方自治体が補償を実施
医療事故の治療費用、所得補償、苦痛に対する慰謝料、恒久的身
体障害への補償 等

※患者保証協会、患者安全協会ホームページ等を参考に厚生労働省医政局医療安全推進室にて作成

全国医療委員会
・報告を基に、医療制度
に関する提言を行う

・全ての協会の決
定のうち約20％が
くつがえる

- 4 -



ニュージーランドの例

有害有害事象・医療事象・医療事故事故
登録・監督機関

・医療関係職種ごとに

患者・遺族等
事故が起きてから１２カ月以内に申請

裁判所

医療関係職種ごとに
設置

・不適切な従事者に再
教育を実施

懲罰的損害賠償は可

提訴は禁止

苦
情

事故補償公団
医療事故センター

保健障害委員会
(HDC)

アドボカシーサービス 受診
・懲罰的損害賠償は可。

【補償対象】

【財源】

政府特別拠出金及
び被用者保険料

審査
独立した専門家から助言を受
けながら補償の可否を判断

医療事故情報
の

分析 公表
医療機関

謝罪の
促進調査

【補償対象】

・登録医療専門職の医療行
為によってもたらされた傷
害であること

・治療（手技、治療方針の
決定 医療機器等のほか

２
カ
月

けながら補償の可否を判断分析・公表・患者・遺族等は医療機関を通じ
て補償の申請を行う。

・医療機関は、臨床的な特記事項
等を記載した申請書を送付する。

・必ずしも医療事故の当該医療機

報
告

申
請

通知 再審査結果
通知

決定、医療機器等のほか、
治療を行う組織又は人に
よって利用され、治療を直
接的に支える政策・プロセ
ス・実践・経営組織等のサ
ポートシステムの運用も含

（
申
請
～
通
知

患者・遺族等
紛争解決機関

（DRSL)保健省

必ずしも医療事故の当該医療機
関である必要はない。

個別の医療安
全情報を報告

通知
対話の促進、仲裁の通知

不服請求

まれる。）によってもたらさ
れる不測の結果であること

・年間総額約８９００万ＮＺド

知
）

（DRSL)

地区裁判所
承諾

保健省

医薬品
医療機器
安全公社 統計情報を

共有

再審査結果に
不満の場合
提訴可能

年間総額約８９００万ＮＺド
ル（≒58億円）

・新規請求は年間約１８００
件、継続請求は年間約３６
００件
・1件当たり約１６００ＮＺド

（原則 、経済的な損失 み補償）

補償の実施
医療事故の治療等に要する費用、所得補償等

（原則として、経済的な損失のみ補償）

保健セクター、
研究者

※ＡＣＣホームページ等を参考に厚生労働省医政局総務課医療安全推進室にて作成

安 社
共有 ル（≒100万円）

（いずれも2008年7月～
2009年6月）
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